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主要交通網と都市の「形」（都市構造）の関係
（Thomson）
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疎 →
分散

公共交通が主軸
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都市コンパクト化の
絶大な影響

市街化区域人口密度が倍 →
一人当たりガソリン消費量は約半分

P.Newman & J. Kenworthy:
Sustainability and Cities, Island Press, 1999. 谷口守・村川威臣・森田哲夫：個人行動データを用いた都市特性

と自動車利用量の関連分析、都市計画論文集、No.34、1999.

USA

Canada
Australia

Europe

都市構造と交通行動（自動車依存）の明白な関係
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「制度化」が進む
コンパクトシティ

＞2007：社会資本整備審議会 第二次答申

＞2012：低炭素まちづくり法（エコまち法）

＞2013:交通政策基本法

＞2014:都市再生特別措置法改正 等



社会資本整備審議会 第２次答申

集約型都市構造（コンパクトシティ）の実現に
向けて(2007.7.）



2012 低炭素まちづくり法策定へ
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都市の低炭素化
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谷口守・肥後洋平・落合淳
太：都市計画マスタープラ
ンに見る低炭素化のため
のコンパクトシティ政策の
現状、環境システム研究、
Vol.40、2012. 
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谷口守・肥後洋平・落合淳
太：都市計画マスタープラ
ンに見る低炭素化のため
のコンパクトシティ政策の
現状、環境システム研究、
Vol.40、2012. 
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現状、環境システム研究、
Vol.40、2012. 



実際、担当者はどのように思ってる？：
ワンショットレクチャー（OL）によるチェック



No. 実施日 会合名
開催
都市

サンプ
ル数

1 2007年 7月20日 市街地整備促進協議会 東京 53
2 10月04日 市街地再開発事業研究会 水戸 76
3 11月30日 FCC（土木学会関西支部）フォーラム 大阪 55
4 12月06日 EST創発セミナー 岡山 46
5 2008年 2月01日 コンパクトシティ講演会(鳥取県） 米子 134
6 2月13日 広島県議会拠点づくり講演会 広島 33
7 5月15日 まちの再生・活性化ありかた委員会講演 津山 32
8 6月30日 松江市総務ブロック研修会 松江 87
9 7月10日 第10回自動車産業フォーラム 東京 161
10 7月17日 岡山県都市計画協会講演会 岡山 62
11 10月30日 全国地区計画推進協議会研修会特別講演会 岡山 135
12 11月19日 国土交通大学総合課程政策研修 福岡 35
13 11月30日 INEX推進協議会講演会 福岡 27

936合計

OL実施状況



青森県　北海道 札幌市 秋田市　旭川市 八戸市
新潟県 仙台市 郡山市　山形市 盛岡市
東京都　千葉県 船橋市　横浜市 浦安市　所沢市 日立市　厚木市 稲城市 東海村 千代田区
茨城県　栃木県 川崎市　千葉市 市川市　 調布市　鎌倉市 坂戸市 新宿区
神奈川県 相模原市 越谷市　 三鷹市　水戸市 土浦市 足立区
群馬県 さいたま市 前橋市 足利市　
埼玉県 宇都宮市 つくば市 ひたちなか市
愛知県　富山県 静岡市　新潟市 金沢市　富山市 大垣市 掛川市　島田市
石川県　山梨県 名古屋市 豊田市　豊橋市 長岡市 刈谷市　羽島市
静岡県 浜松市 長野市 富士市 茅野市

多治見市
大阪府　兵庫県 大阪市　神戸市 尼崎市　奈良市 明石市 池田市　生駒市 広陵町
京都府　三重県 京都市　堺市 西宮市　姫路市 八幡市
和歌山県 和歌山市 京田辺市

福知山市
岡山県　鳥取県 岡山市 倉敷市　高松市 今治市 倉吉市　 境港市　浅口市
香川県　広島県 松山市 福山市 東広島市 総社市　 江府町　早島町

広島市 松江市 津山市　 大山町　備前市
米子市 南部町　新見市

勝央町　日吉津村
沖縄県　長崎県 福岡市　熊本市 長崎市　那覇市 佐賀市 諫早市
熊本県 北九州市 宮崎市

鹿児島市 久留米市

特別区

―

―

―

5万人以上

15万人未満
5万人未満

市町村

―

15万人以上

30万人未満

都道
府県 50万人以上

500万人未満

30万人以上

50万人未満

中国・
四国

九州

北海道・
東北

関東

中部

近畿

OLの対象者 都市計画行政担当者

1道1都2府23県 92市3区6町2村



自治体職員本音：
コンパクトシティなんて、
どうせできっこない？

2.35

2.93

2.57

1.71

3.15

3.25

2.70

3.64

3.65

3.62

3.73

3.73

4.07

3.36

1 2 3 4 5

A）コンパクトシティに関する知識レベルの認知・表明
（N=926）

B)コンパクトシティ（考え方）を受け入れられるか
（N=923）

C）コンパクトなまちづくり実現のために取り組む気持ち
（N=582）

D）コンパクトなまちづくりの実現可能性
（N=671）

E）コンパクトなまちづくりのための都市基盤整備の必要性
（N=582）

F）コンパクトなまちづくりのための土地利用と
公共交通の一体的整備の必要性

（N=583）

G)自分の役割の重要性認知
（N=585）

OL前

OL後

谷口守・芝池綾：都市コンパクト化政策に対する都市計画行政担当者の態度形成・変容分析、
土木学会論文集D、Vol.64、No.4、2008.



コンパクトなまちづくり実施の行政面の障害は？

0.87%

9.01%

9.90%

12.06%

13.08%

14.82%

14.99%

19.80%

19.82%

25.58%

27.72%

28.72%

30.69%

32.53%

43.02%

障害は無い(a)

そのほか(a)

組織の利益にならない(d)

人手不足(a)

担当者がすぐ異動する(a)

市長の政策と異なる(b)

適切な事業手法が無い(b)

効果をうまく説明できない(d)

議員の反対(c)

部署間の調整(a)

都市構造が公共交通利用に適していない(d)

公共交通のサービスレベルが低すぎる（d)

制度が整っていない（d)

既に決定された既存事業，計画の存在（b）

予算の欠如（a）

15

★

★

★

★

★

★

★：今回の改正で改善
が期待される項目

谷口守・芝池綾：都市コンパクト化政策に対する都市計画行政担当者の態度形成・変容分析、土木学会論文集D、Vol.64、No.4、2008.



• 都市機能誘導区域の創設
・生活サービス機能を誘導するエリアを設定
・エリアに誘導する機能を設定

• 総合病院，介護施設

• 商業施設など誘導する

• 補助制度や税制特例
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特措法改正→立地適性化計画の作成
(都市マスに置き換え可）

都市機能誘導区域

どこに区域を設定するかは各市町村が決定する

計画拠点には本当に都市サービス集積存在？

計画 実態



：市街化区域
：計画拠点範囲
：鉄道駅

No.
計画

レベル
実態

レベル
第一主成分
高集積軸

1-1 1 Ⅰ 6.48
3-1 3 Ⅴ -0.95
3-2 3 Ⅵ -1.31
3-3 3 Ⅵ -1.80
3-4 3 Ⅵ -1.50
3-5 3 Ⅵ -1.20
4-1 4 Ⅵ -2.02
4-2 4 Ⅵ -2.56
4-3 4 Ⅵ -2.04
4-4 4 Ⅴ -0.11
4-5 4 Ⅵ -0.97
4-6 4 Ⅴ -1.61
4-7 4 Ⅵ -1.54
4-8 4 Ⅵ -1.15
4-9 4 Ⅵ -2.37

肥後洋平・宮木祐任・谷口守：拠点の階層性に関する計画と実態、―都市計画
マスタープランに着目して―、不動産学会学術講演集、No.29、2013.

実態としてどうなのか!?

政令市_岡⼭市（69万⼈）の例
拠点数15
4.6万人当り１拠点



政令指定都市

計画
レベル

実態レベル

合計
計画

レベル

実態レベル

合計
計画

レベル

実態レベル

合計
I II III IV V VI I II III IV V VI I II III IV V VI

札
幌

1 1 1

川
崎

1 1 2 3

神
戸

1 1 1
2 2 1 3 2 2
3 3 3 1 5 1 7
4 1 4 1 7 13 4 2 2 4 4 1 1 2 2 6

仙
台

1 1 1
相
模
原

1 2 2

岡
山

1 1 1
2 2 2 2 1 1 2
3 3 3 1 4 5
4 4 1 6 2 9 4 2 7 9

さ
い
た
ま

1 2 2

新
潟

1 1 1

広
島

1 1 1
2 1 1 1 1 4 2 5 1 6 2 1 3 4
3 3 3
4 2 3 1 10 4 20 4 4 1 13 18 4 1 2 4 7

千
葉

1 1 1
名
古
屋

1 1 1
北
九
州

1 1 1 2
2 1 1 2 2 2
3 3 6 7 2 18 2 35 3 3 2 3 1 9
4 1 5 6 2 14 4 4

堺

1 1 1 1 3

福
岡

1 1 2 1 4
2 2 2 1 3
3 3 2 2 4
4 1 4 1 7 1 14 4 2 3 3 8

拠点階層性の計画と実態の⽐較_政令市
（都市・地域総合交通戦略策定都市）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

小規模低集積拠点 N=158

都市サービス点在拠点 N=225

小規模高集積拠点 N=41

中位集積拠点 N=76

医療機能集積拠点 N=32

実態レベル各分類名称

大規模高集積拠点 N=21

肥後洋平・宮木祐任・谷口守：拠点の階層性に関する計画と実態、―都市計画
マスタープランに着目して―、不動産学会学術講演集、No.29、2013.



高松市の拠点計画（都市マスより）



拠点階層性の計画と実態の⽐較_中核市
中核市

市
計画

レベル

実態レベル
合計 市

計画
レベル

実態レベル
合計 市

計画
レベル

実態レベル
合計

I II III IV V VI I II III IV V VI I II III IV V VI

郡
山

1 1 1 2

金
沢

1 2 1 1 4

福
山

1 1 1
2 1 1 2 2
3 3 3 1 5 6
4 12 12 4 1 2 3 4 2 12 14

宇
都
宮

1 1 1

岐
阜

1 1 1

高
松

1 1 1
2 2 2
3 4 4 3 3 1 2 5 8
4 4 1 3 7 11 4 1 7 8

高
崎

1 1 1

岡
崎

1 1

松
山

1 1 1
2 3 3 2 2
3 3 3 6 3 5 5 3
4 1 2 9 12 4 3 3 4 4 2 6

川
越

1 1 1

豊
田

1 1 1

高
知

1
2 2 2 1 1
3 3 1 4 3 1 2 5 8 3
4 1 4 5 4 2 2 4 2 3 2 7 14 28

柏

1 1 1 2

姫
路

1 1 1
鹿
児
島

1 1 1
2 2 2 1 1
3 1 1 3 3 3 3
4 1 4 3 8 4 1 1 3 5 4 8 8

富
山

1 1 1

倉
敷

1 1 1
2 2
3 3 1 2 3
4 2 3 8 13 4 2 2 4

肥後洋平・宮木祐任・谷口守：拠点の階
層性に関する計画と実態、―都市計画
マスタープランに着目して―,不動産学会
学術講演集,No.29,2013.



特例市・その他都市
特例市 その他

市
計画

レベル
実態レベル

合計 市
計画

レベル
実態レベル

合計 市
計画

レベル
実態レベル

合計
I II III IV V VI I II III IV V VI I II III IV V VI

大
和

1

立
川

1 1 1

草
津

1 1 1

2 2 2 1 1 2

3 3 3 3 1 2 2 5 3

4 1 3 1 5 4 4

福
井

1 1 1

町
田

1 1 1
東
広
島

1

2 2 1 2 3 2 1 1

3 3 3 2 2

4 3 2 8 13 4 2 1 4 4 11 4 1 7 8

茨
木

1

瀬
戸

1 1 1 2

岩
国

1

2 2 2 2 2 1 1

3 2 1 3 3 3

4 1 1 2 4 4 2 3 5 4 1 6 7

明
石

1

刈
谷

1 1 1
新
居
浜

1

2 1 1 2 2 1 2 1 4

3 5 5 3 3 1 1 2

4 4 1 6 7 4

安
城

1

2 1 1 2

3

4 2 2

札
幌

1 1 1

2 2 1 3

3

4 1 4 1 7 13

さ
い
た
ま

1 2 2

2 1 1 1 1 4

3

4 2 3 1 10 4 20

肥後洋平・宮木祐任・谷口守：拠点の階層性に関する計画と実態、―都市計画
マスタープランに着目して―、不動産学会学術講演集、No.29、2013.
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0
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0.4
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都市サービス施設

集積率

ホットスポット

集積率

チェックイン

集積率

[0.047]

[0.012]

[0.005]

拠点当り都市サービス施設集積率：0.022
拠点面積率：0.004

[数字]：各拠点内都市サービス集積率

肥後洋平・森英高・谷口守：
「拠点へ集約」から「拠点を集
約」へ、都市計画論文集、
No.49-3、2014.（登載決定）
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0
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0.2
0.3
0.4
0.5

都市サービス施設

集積率

ホットスポット

集積率

チェックイン

集積率

[0.014]

[0.001]

[0.001]

[0.001]

[0.001]

[0.001]

[0.001]

[0.002]

[0.024] [0.042]

[0.002]

[0.002]

[0.002]

[0.002]

[0.002]

[0.003]

[0.003]

[0.003]

[0.003]

[0.003]

[0.003][0.007]

[0.003]

[0.003]

[0.003] [0.004]
[0.004]

[0.004]
[0.004]

[0.005]

[0.005]

[0.005]

[0.005] [0.006]

[0.000]

[0.000]

[0.000]

[0.006]

[0.005]

[0.005]

[数字]：各拠点内都市サービス集積率

拠点当り都市サービス施設集積率：0.005
拠点面積率：0.086

肥後洋平・森英高・谷口守：
「拠点へ集約」から「拠点を集
約」へ、都市計画論文集、
No.49-3、2014.（登載決定）
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[数字]：各拠点内都市サービス集積率

拠点当り都市サービス施設集積率：0.013
拠点面積率：0.027

肥後洋平・森英高・谷口守：
「拠点へ集約」から「拠点を集
約」へ、都市計画論文集、
No.49-3、2014.（登載決定）
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[数字]：各拠点内都市サービス集積率

拠点当り都市サービス施設集積率：0.006
拠点面積率：0.033

肥後洋平・森英高・谷口守：
「拠点へ集約」から「拠点を集
約」へ、都市計画論文集、
No.49-3、2014.（登載決定）



拠点数のコントロール
ベルリン・ブランデンブルク地域

以下の出所：高見淳史・植田拓磨・藤井正・谷口守：ベルリン都市圏の中心地再編にみる新たな
縮退型都市圏計画の一考察、地域学研究、Vol.41、No.3、2011.



縮退の時代の広域計画：LEP B-B

ベルリン・ブランデンブルク地域発展計画［LEP B-B］とは
‣ 両州が1996年に設置した共同計画事務所［GL］が策定
‣ 両州区域全体を対象にしたマスタープラン（2009年発効）
‣ 両州の中⼼地システムはLEP B-Bで定められる

GL

⾃治体
レベル

計画策定
への参加

将来像 Leitbild Hauptstadtregion B-B
基本⽅針 Landesentwicklungsprogramm［LEPro］
実現戦略 Landesentwicklungsplan B-B［LEP B-B］

将来像 Leitbild Hauptstadtregion B-B
基本⽅針 Landesentwicklungsprogramm［LEPro］
実現戦略 Landesentwicklungsplan B-B［LEP B-B］

F-PlanF-Plan B-PlanB-Plan展開

適合を要求





下位計画の広域的枠組みとしての中⼼地システ
ム

住宅開発
‣近郊部の放射鉄道沿線（橙⾊区域）

と中⼼地では無制限に許可できる
‣オープンスペース（緑⾊区域）での

新規開発は不可
‣他区域では⾃治体⼈⼝1000⼈当り

10年間で0.5haまでに制限

⼩売開発
‣中⼼地関連商品を扱う⼤規模店舗

（売場⾯積2500㎡〜）は中⼼地や
都市核に集約



中⼼地システムの再構築

旧計画・LEP I（1995年）の中⼼地システム
‣ ４階層を基本，152ヶ所

（LEP Iはブランデンブルク州の区域のみが対象）

上位中⼼地

上位中⼼地の副次的機能を持つ
中位中⼼地

中位中⼼地

機能を補完する中位中⼼地

中位中⼼地の副次的機能を持つ
下位中⼼地

下位中⼼地

⼩中⼼地



中⼼地システムの再構築

LEP B-B（2009年）の中⼼地システム
‣ ２階層を基本，54ヶ所
‣ 別途，ベルリンが最上位に位置づけられる

上位中⼼地

中位中⼼地

機能を補完する中位中⼼地



中⼼地システムの再構築

⽐べてみると…
‣ 下位・⼩中⼼地の多かった遠郊部では分布が⼤幅に疎に
‣ ⼈⼝が増えている近郊部では中⼼地の格上げ・追加も

新：LEP B-B
２階層・54ヶ所

旧：LEP I
４階層・152ヶ所



新たに選ばれた中⼼地：ヘニヒスドルフ

旧：LEP I

新：LEP B-B

上位中⼼地

上位中⼼地の副次的機能を
持つ中位中⼼地

中位中⼼地

機能を補完する中位中⼼地

中位中⼼地の副次的機能を
持つ下位中⼼地

下位中⼼地

⼩中⼼地

Hennigsdorf



Hennigsdorf



⼀般市街地
⼯業⽤地

森林
緑地
農地
⽔域

図 ヘニヒスドルフ市の
⼟地利⽤計画図

出所：ヘニヒスドルフ市役所HPより著者加筆修正



2005.3.5.
Hennigsdorf



2000.5.31.
Hennigsdorf

























いいホテルかどうか？ 何で見分ける？

ここで少し、気分を変えて・・・





何がよくない？





エレベータは単独で
見れば赤字なので廃
止します。

あとは各自で階段を
使ってください。

現在日本の都市で
おこっていること！

違いはタテかヨコ
だけ。







公共交通の赤？
◎ まちを黒字化していくという発想

100万人以上の都市：比較的楽

20万人以下の地方都市：自動車前提の議論に

20万人～100万人クラスの都市がポイント！

ちょっとした後押しが非常に重要

• 高松 43万人

• 新潟 80万人、 宇都宮 51万人、 富山 42万人



-0.05%

0.00%

0.05%

0.10%

0.15%

0.20%

0.25%

0.30%

0.35%

0.40%
割合

中核市におけるバス路線補助額

（バス＋コミュニティバス＋乗合タクシー）

が一般会計に占める割合

平成２２年度実績

中核市データ数 ３２市

（倉敷市交通政策課作成資料）



Q: エストニア首都タリン43万人(高松と全く同じ規模）
一般会計の何％が公共交通へ？



Sandbiller and Frust: Flug über die Region Karlsruhe, Silberburg-Verlag, 2006.

カールスルーエ 人口27万人、都市圏45万人



以下の出所：谷口守・松中亮治・酒井弘・鈴木義康：LRTとリンクした土地利用密度コントロールの実例、
－カールスルーエにおけるABCD方式の試み－、都市計画論文集、No.42-3、2007.









４種類の地区タイプ

• A地区：１箇所

• B地区：3箇所

• C地区：4箇所

• D地区：28箇所

• 各指定地区は、各LRTターミナルから半径
300mが想定。















マーケットプレイスＡ





Ettlingen B



Waldstadt Zentrum C







Waldstadt Zentrum C



Yorckstr D



デンバー

自動車依存都市の方向転換：
都市構造の再考とセットで 軸で考えるケース



デンバー都市圏ショッピングセンター分布

（年次情報出典：大阪産業大学 樋口忠成教授資料より）







ついに廃業も、

1971年開業のバッキンガムスクエア・ショッピングセンター



拠点というよりは、軸！













おわりに

• 大切なのは、本気で取り組む事

（絵だけ書いて満足しない）

→ 拠点と決めたなら、そこは拠点の実態を

伴うように！ （軸でもよい）

→ ネットワークは圧倒的に便利に！



ご清聴

ありがとうございました。


